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博士（文学）学位請求論文審査報告要旨 
論文提出者氏名 小原 淳 
論 文 題 目 近代ドイツにおける「市民性 Bürgerlichkeit」の変容 
   ――1840 年代～1860 年代のドイツ・トゥルネン運動―― 
審査要旨 
Ｉ．論文の概要 
 本論文は、反動期における弾圧から復活を遂げた 1840 年代のトゥルネン運動と、1848/49 年革命の挫折
後に再び息を吹き返した 1850 年代末から 1860 年代にかけてのトゥルネン運動とを考察の対象とし、双方
の時期を比較検討することをとおして、19 世紀中葉のドイツにおける「市民性の変容」を読み取ろうとし
た研究であり、全体は 6章と結論部から成る。 
 第一章で基本的な問題設定と主要な先行研究および史料とを提示した後、第二章「1840 年代のトゥルネ
ン協会」は、様々な先行研究のみならず、機関紙やプロイセン内務省文書を用いながら、この時期のトゥ
ルネン運動の組織のあり方や理念や活動の実態を探り、①この時期のトゥルネン運動はヤーンたちの運動
と較べて地域的にも社会的にも大きく幅を広げたこと、②トゥルネンに参加することは「自由」と「平等」
とに基づく国家社会の中核を担う「市民」となることと同義と考えられていたが、この時期の「市民性」
は前工業的で身分制的な市民のあり方をモデルとしたものであって、いまだ階級対立は表面化していなか
ったことが、指摘されている。 
 第三章「1848/49 年革命とトゥルネン運動」は、1846 年頃からトゥルネン組織が政治的な姿勢を顕著に
し始めたことを指摘した後、武装蜂起への関与を含めたトゥルネン運動の革命期の活動を描いている。政
治的な姿勢をめぐってトゥルネン運動は急進派と穏健派とに分裂するが、「一人前の市民/国民」を育成す
ることがトゥルネン運動の目標であるという信念は革命期においても双方のグループに共通しており、「市
民性」に関する楽観的な見方は革命前と基本的に変わらなかったというのが、本章の一つの結論である。
 第四章「1860 年代のトゥルネン協会」は、第二章と同様の観点と手法に基づきながらも第二章以上に豊
富な史料を用いつつ、再復活後のトゥルネン運動の組織のあり方、その社会的構成、理念と活動の実態な
どを明らかにしている。本章では、①革命期の組織と 1860 年代の組織との間には断絶があったこと、②革
命期に比して 60 年代半ばのトゥルネン運動は遥かに多くの組織と会員を擁するようになったが、工業化が
進展していく中でかつてのように伝統的な都市の共同体意識を反映したあり方とは異なるようになってい
ったこと、③組織が社会的に拡大するもとで、指導権を握り続けた教養市民のエリートたちと一般会員た
ちとの乖離が進行する一方で、中・下層市民を中心とする独自の組織の設立が始まり、旧来の組織との間
で政治的方向性をめぐる対立が起こるようになったこと、などの諸点が指摘されている。 
 第五章「1860 年代前半の全ドイツ的祝祭」は、1860 年（コーブルク）、1861 年（ベルリン）、1863 年（ラ
イプツィヒ）の３回にわたる全ドイツ・トゥルネン祝祭を、祝祭記念誌や機関紙を主な史料としながら詳
細に紹介・検討している。これらの祝祭は、全ドイツからの参加があったこと、そして公権力との一定度
の協力関係のもとで開催されたという点で、それまでのトゥルネン祝祭と異なっていたが、論者によれば、
「市民性」の理念が変化し始めたことを窺わせるものでもあった。というのは、全ドイツ的祝祭の一つの
成果として全ドイツのトゥルネン組織を統合する委員会として結成された ADT は、「非政治性路線」を打ち
出すのだが、それは既成秩序を遵守する「市民」をモデルとする方向性を有していたからである。 
 第六章「1860 年代後半のトゥルネン運動」は、ビスマルクの統一政策が勝利を収めていく時期を対象と
し、トゥルネン運動が「兄弟戦争」として反対した普墺戦争によってオーストリアが政治的に排除された
結果、オーストリアのドイツ人地域をも含む全ドイツ組織であるドイツ・トゥルナー連盟 DT が結成され 
るに至った経緯を辿っている。 
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 最後の「結論と展望」は、論文の主たる論点を要約的にまとめ直すとともに、本来は開放的な「市民性」
に基づく社会と国家とを指向していたはずのトゥルネン運動が、階級社会化の進展と「上から」の帝国建
国の成功という状況のもとで、体制護持的なナショナリズムに絡めとられながら排他的な性格を強めてい
くことになるというその後の展望が提示されている。 
 
II．論文に対する評価 
 本論文は、以下の諸点において学術的価値を有するものと評価できる。 
 １．ヤーンを祖とするドイツのトゥルネン運動は、従来は、主として体育史の中に位置づけられるか、
あるいは、反ナポレオン・反フランスを起点とするヤーンの排外的ナショナリズムと帝政期トゥルネ
ン運動の体制護持的ナショナリズムとを直結させるドイツ・ナショナリズム理解のもとでとらえられ
ることが多かった。これに対して本論文は、その中間の時期のトゥルネン運動に焦点を当て、数多く
の先行研究の成果を批判的に吸収するのみならず、トゥルネン運動の主要な機関紙や記念誌、プロイ
セン内務省文書などの一次史料を十分に利用することによって、この時期のトゥルネン運動の多様な
実態に迫る緻密な実証的研究となっている。とりわけ 1860 年代のトゥルネン運動の諸側面に関する実
証的研究として、本論文は高い価値を持つ。 
 ２．その際、本論文は、とりわけ様々なデータを統計的に処理する手法をとおして、トゥルネン運動の
組織としての広がりや社会的構成、あるいはその地域的差異などの全体像をかなりの程度まで明らか
にすることに成功しており、また、1840 年代と 1860 年代という二つの隆盛期を比較考察するという
独自の方法によって、19 世紀中葉におけるトゥルネン運動を、連続性と変化との双方を内包する一つ
のまとまりとして描き出すことに成功している。 
 ３．本論文が考察の対象としている 1840 年代から 60 年代にかけての時期は、工業化を経て社会が大き
く変貌を遂げて国家統一へと至る、ドイツ近代史理解にとって決定的に重要な時期であるが、本論文
は、トゥルネン運動をそのような一般的状況と関連づけて、当時の市民層の身分意識、階級意識を分
析し、トゥルネン運動の事例からこの時期のドイツにおける「市民性の変容」というより大きな問題
に対しても一定の答えを導き出している。 
 上記のように、本論文は、トゥルネン運動に関する緻密な実証的研究であるとともに 19 世紀中葉のドイ
ツにおける市民のあり方やナショナリズムのあり方に迫ろうとした研究であって、「市民性の変容」やナシ
ョナリズムに関する議論はやや一般論的という印象を受けるところもあるものの、全体として大きな学術
的成果を挙げたものと認められる。よって、博士（文学）早稲田大学の学位を受けるのに値すると判断す
る。 
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